
「特別会計等財務書類の作成ガイドライン」に基づく財務分析資料について

標記資料は、当該ガイドラインをもとに、国の会計にない減価償却費や各種引当金

等を計上する等、企業会計的手法を取り入れて短期間で作成したものであり、その内

容等については、今後検討が必要と考えています。

１．特別会計財務諸表について

（１）公会計貸借対照表

（ア）資産は平成１２年度において３兆１，３２９億円、負債は１兆８６３億円、

持分は２兆４６６億円となってます。

（イ）資産の主なものは、

・空港施設にかかる土地、工作物などの有形固定資産（２兆３，５８６億円 、）

・新東京国際空港公団、空港周辺整備機構、関西国際空港株式会社、中部国際

空港株式会社の特殊法人等に対する政府出資金（５，９３８億円 、）

であり、その他は上記特殊法人等に対する長期貸付金などです。

（ウ）負債の大部分は、東京国際空港の沖合展開事業の資金等にかかる資金運用部

からの借入金（１兆７５億円）です。

（エ）持分の主なものは、

・一般財源（航空機燃料税）による資本形成（８，２４９億円 、）

・過去における稼得資本の蓄積に相当する繰越剰余金（１，７５９億円 、）

であり、平成１０年度以前の一般財源による資本形成の算出が困難なものをそ

の他調整差額として計上（１兆４５０億円）しています。

（２）公的サービスコスト負担計算書

（ア）事業区分を、空港整備事業、環境対策事業、航空路整備事業及び空港等維持

事業の４つに区分しました。平成１２年度において、航空路整備事業が６０億

円及び空港等維持事業が８１億円の欠損が出ていますが、これは財源を単純に

按分したことによるものです。

（イ）事業外収支は、平成１２年度においては、資金運用部からの借入金の利息返

済額（４０６億円 、国有資産市町村交付金、自動車重量税などの雑支出(３７）

１億円）が大きいため、５５３億円の欠損となっていますが、全事業の合計で

は剰余金を計上しています。



２．連結財務諸表について

空港整備特別会計と空港整備特別会計が出資している特殊法人の財務の状

況を一つにして示しています。

連結対象法人は、ガイドラインに基づき新東京国際空港公団、関西国際空港株式

会社及び空港周辺整備機構が該当します。

（１）公会計連結貸借対照表

（ア）資産は平成１０年度において４兆８，８５０億円、負債は２兆７，９１８億

円、 持分は１兆８，９５６億円となっています。

（イ）資産の大部分は、空港施設にかかる土地、工作物などの有形固定資産（４兆

６，６２０億円）です。

（ウ）負債の大部分は、東京国際空港の沖合展開事業の資金等にかかる資金運用部

からの借入金（１兆３，５２２億円）及び特殊法人等の借入金（１兆２，５２

３億円)です。

（２）公的連結サービスコスト負担計算書

（ア）事業区分を、空港整備事業、環境対策事業、航空路整備事業及び空港等維持

事業の４つに区分しました。平成１０年度において、航空路整備事業が７９億

円の欠損が出ていますが、これも財源を単純に按分したことによるものです。

（イ）事業外収支は、平成１０年度においては、借入金の利息返済（１，１５８億

円）が大きいため、１，６０９億円の欠損となっていますが、全事業の収支で

は、最終的には剰余金を計上しています。



空港整備特別会計公会計貸借対照表
（平成１０年度～平成１２年度）

（単位：百万円）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度

【資産の部】 【負債の部】

現預金 69,844 62,599 29,018 未払金 7,188 6,500 6,188

有価証券 0 0 0 未払消費税 2,291 3,052 1,402

売掛金 0 0 0 前受金及び前受収益 843 2,478 1,651

棚卸資産 26,420 25,575 25,613 借入金 1,028,590 1,021,650 1,007,558

未収金 828 829 829 引当金 68,986 69,406 69,547

貸付金 0 0 0 賞与引当金 2,771 2,804 2,675

前払費用 9 7 8 退職給与引当金 66,215 66,602 66,872

その他の債権 0 0 0

貸倒引当金 △ 827 △ 829 △ 829 負債の部 1,107,898 1,103,086 1,086,346

有形固定資産 2,406,602 2,360,386 2,358,637

土地 1,286,471 1,303,716 1,319,807

立木竹 2,893 2,953 3,083 【持分の部】

建物 126,440 132,387 138,894 Ⅰ財源 793,956 807,017 825,697

工作物 1,021,053 1,085,053 1,133,659 設立時拠出金（基本金） 782 782 782

機械器具 79,563 78,386 80,763 一般会計へ債務移管 0 0 0

航空機 15,201 15,505 15,505 一般財源による資本形成 793,174 806,235 824,915

減価償却累計額 △ 261,535 △ 340,797 △ 420,748 一般財源未執行残高 0 0 0

建設仮勘定・未完成施設 136,516 83,183 87,674 Ⅱ資産・負債再評価差額 0 0 0

無形固定資産 31,223 23,929 17,334 Ⅲ剰余・欠損金 122,865 140,438 175,928

特許権 9 9 9 目的積立金

ソフトウェア 30,774 23,480 16,885 繰越剰余・欠損金 122,865 140,438 175,928

電話加入権 440 440 440 （当期剰余・欠損金） 45,404 17,573 35,490

投資等 535,633 623,058 702,374 Ⅳその他の調整差額 1,045,013 1,045,013 1,045,013

政府出資金 511,944 556,292 593,834 持分の部 1,961,834 1,992,468 2,046,638

長期貸付金 23,689 66,766 108,540

その他 0 0

資産の部 3,069,732 3,095,554 3,132,984 負債・持分の部 3,069,732 3,095,554 3,132,984


